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筆者略歴

・ダイナミックな雇用対策の必要性

　コロナ禍の影響で、テレワークといった働き方

が広がりを見せている。それに伴って、首都圏か

ら地方への労働力の移動も起きている。高齢化、

成熟化という社会の中で、都心から地方への労働

移動が雇用列島改造論ほどのダイナミックさで行

われて良いのではないかと考えていたのだが、コ

ロナ禍がその契機になるのかもしれない。

・スイスの労働力レンタル制

10年程前のことになるが、世界的な不況のなか

で、西欧諸国は雇用維持・創出、労働力の流動性

の促進、技能の向上と労働市場のマッチングなど

に取り組んだが、なかでもスイスの雇用対策はダ

イナミックだった。それまでスイスは経済の好調

と安定した雇用を維持していたが、世界経済の不

況から時計産業などの輸出産業や金融機関を中心

にリストラが始まっていた。そうした状況に対処

するため、ある州では、一時的に受注が減少して

いる企業が、自社の従業員を人手不足に悩む企業

に貸し出すというレンタル移籍を試験的に始めた

のである。余剰人員を抱える企業は一時的にその

人材を貸し出すことで人件費を節減できる、労働

者は失業のリスクを負わず、また州政府は失業保

険を払わずに済むというメリットもある。雇用条

件は、貸出元の条件を基本的に維持する。期間

は、１か月から１年程度を想定していた。

・組合企業と高齢者のウインウイン施策

　70歳まで現役で働くことを想定すれば、２～

３社を移動することも考えざるを得ない。その場

合、能力を活かして同じ業界で働くことができれ

ば最良の移動になる。北海道苫小牧市の自動車整

備企業では、定年を迎えたOB社員を業界全体で

受け入れて高齢者雇用の場を確保するとともに、

組合企業は若者を採用して人件費のコスト削減を

図るという全国でも初めての対策を生み出してい

る。「協同組合苫自整ビジネスサービス」が60歳

定年社員の受け皿会社。地域の自動車整備業138

社で構成する地区協同組合が、組合員企業27社

と共同出資して設立した。会員企業は中小企業が

多く、若い従業員の採用が難しく、また整備には

高度な技術と経験が必要とされるため高齢化が進

み、人件費が経営の圧迫要因になっていた。この

２つの問題を解決するためこの会社を設立したの

である。事業は、車販売などの事業と、市営バス

車両の保守整備や清掃などの請負、派遣事業。

OB社員は古巣の企業に派遣されることもあり、

その技術が活用できることで働き甲斐が生まれ、

組合員企業は若い労働力を採用してコスト削減が

図れるというウインウイン施策。社会経済の変動

に柔軟に対応する知恵が求められる時代だ。
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長嶋俊三（ながしま・しゅんぞう）

　1947年生まれ。明治大学卒。新聞記者、TVディレクターを経て、79年より（財）高年齢者雇用

開発協会発行の月刊誌『エルダー』の編集を創刊から担当。2011年６月、独立行政法人高齢・障害

者雇用支援機構を退職。著書に『60歳からの仕事』（清家篤慶應義塾大学教授と共著、講談社刊）、

『エージレス就業社会』（共著、日本能率協会マネジメントセンター刊）などがある。

間違い探しの答：①雲（左上） ②富士山の形　③頭巾の後ろ　④着物のヒモ　⑤扇（左下） ⑥裾（中央下） ⑦背負ってる箱の長さ

Q１ 財産開示手続きとは何でしょうか。また、どのような点が改正されたのでしょうか。

財産開示手続きは、確定した判決・審判や調停調書等を有する債権者が、強制執行をしても完全な

債権回収ができなかったり、債務者の財産を調査しても財産が見つけられない場合、財産開示手続き

の申立てにより、裁判所が債務者を呼び出し、非公開の財産開示期日において、自己の財産について陳述さ

せる手続きです。従来、債務者が正当な理由もなく、裁判所に出頭しなかったり、虚偽の陳述をした場合、

30万円の過料という制裁にとどまっていました。今回の改正により、罰則が強化され、６ヶ月以下の懲役

または50万円の罰金が科せられるようになりました（民事執行法213条５号，６号）。

　また、財産開示手続の申立権者は、執行力ある債務名義を有する債権者と一般の先取特権を有することを

証する文書を提出した債権者は財産開示手続きができます。なお、従来、仮執行宣言付判決や支払督促の債

務名義では，財産開示手続きは認められていませんでした。

第三者からの情報取得手続きとは何でしょうか。

　第三者からの情報取得手続きには、①不動産に関する情報取得手続き、②給与債権に関する情報取

得手続き、③預貯金債権等に関する情報取得手続きがあります。

　①不動産に関する情報取得手続きは、不動産登記を扱う登記所に対して、債務者が所有名義人となってい

る土地や建物の情報を提供するように裁判所に求める手続きです（民事執行法205条１項）。この手続

きは、令和３年５月16日までには施行される予定です。なお、財産開示手続きを先行させることが要

求されています。

　②給与債権に関する情報取得手続きとは、市町村や日本年金機構に対して、債務者が給付を受ける給与等

に関する情報の提供を裁判所に求める手続きです（民事執行法206条１項）。これは、特に履行確保の

必要性の高い養育費や婚姻費用の請求権又は生命・身体侵害による損害賠償請求権を有する場合に限り

認められています。なお、財産開示手続きを先行させることが要求されています。

　③預貯金債権等に関する情報の取得手続きとは、銀行などに対して債務者が当該銀行等に保有する預貯金

に関する情報の提供を裁判所に求める手続きです（民事執行法207条１項）。なお、財産開示手続きを

先行させることは要求されていませんので、効果的な債権回収が可能と思われます。
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売掛金、養育費などの債権回収のため、裁判・審判で勝訴判決・審判をとっても、相手

方が任意の支払に応じない場合、相手方の財産に強制執行をします。強制執行をする際、

相手方の財産を特定する必要がありますが、相手方の財産がどこにあるか分からない場

合、相手方の財産を調査して、強制執行の申立てをします。

　実際、独自に調査して、相手方の財産を突き止めたり、探索的に強制執行を試みたりしますが、なかな

か、相手方の財産を突き止めることは容易ではありません。平成15年に債務者に財産を申告させる財産開示

手続が導入されていましたが、財産開示に応じなかったり、虚偽の説明をする債務者に対する制裁が弱く、

実効性がないためか、あまり活用されていませんでした。

　そこで、令和２年４月１日より、改正民事執行法が施行され、財産開示手続についての制裁が強化され、

また、債務者以外の第三者から情報を取得する方法が規定されました。これにより、従来より効果的に債権

回収を図ることが可能になっているものと思われます。

　今回は、改正された財産開示手続と第三者からの情報取得制度について検討してみることにしましょう。
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